
千葉市障害者等自動車燃料費助成事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この事業は、重度の障害者（児）等が日常生活に使用する自動車の燃料

の購入に要する経費（以下「燃料費」という。）について、予算の範囲内にお

いて、その一部を助成することにより、それらの者の社会参加を促進し、もっ

てその福祉の増進を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

（１）重度の障害者（児）等 次のいずれかに該当する者をいう。 

ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条の規定により

身体障害者手帳の交付を受けている者で身体障害者福祉法施行規則（昭和

２５年厚生省令第１５号）別表第５号身体障害者障害程度等級表に定める

１級及び２級の身体障害者 

イ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和２５年政令第１

５５号）第６条第３項に規定する障害等級１級の者 

ウ 千葉市療育手帳制度実施要綱（平成４年４月１日施行）第４条の規定に

より療育手帳の交付を受けている者であって、障害程度が同要綱の別表に

定めるⒶ、Ⓐの１、Ⓐの２、A の１若しくは A の２とされた者又は児童

相談所及び障害者相談センターにおいて重度と判定された者 

エ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）

の規定による特別児童扶養手当（手当額１級のものに限る。）特別障害者

手当、障害児福祉手当受給者 

オ 国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第３４号）附則第

９７条の規定による福祉手当受給者 

カ 千葉市小児慢性特定疾病医療支援実施要綱に基づく支給の認定を受け

た者のうち、重症患者等区分の認定を受けた者 

（２）自動車 道路運送車両法施行規則（昭和２６年運輸省令第７４号）別表

第１に掲げる普通自動車、小型自動車又は軽自動車であって、乗車定員１０

人以下の乗用のもの及び同表に掲げる貨物自動車又は特殊用途自動車であっ

て、これらと類似した構造及び機能を有すると認められるものをいう。ただ

し、営業用のものを除く。 

（３）燃料 ハイオクタン価ガソリン、レギュラーガソリン又は軽油をいう。 

（４）免許 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第８４条第２項に規定

する第１種運転免許をいう。 

（助成の対象者） 

第３条 燃料費の助成を受けることのできる者（以下「対象者」という。）は、



本市に住所を有する重度の障害者（児）等（本市の区域外に設置されている

福祉施設等に入所している重度の障害者（児）等であって、当該福祉施設等

への入所の直前に本市に住所を有していたものを含む。）であって、次の各号

の一に該当するものとする。ただし、当該年度において千葉市福祉タクシー

事業実施要綱（昭和５４年５月１日施行。以下「福祉タクシー要綱」という。）

の規定により助成を受けている者及び千葉市ねたきり老人等歯科診療送迎事

業実施要綱（平成５年４月１日施行）第３条に規定するリフト付きタクシー

の利用対象者は、対象者としない。 

（１）自らが免許を受け、かつ、本人又はこれと生計を一にする者が、当該重

度の障害者（児）等の日常生活の用に供するための自動車を所有するもの 

（２）自らは免許の交付を受けていないが、その保護者（親権者、後見人又は

現に監護する者をいう。）が免許を受け、専ら当該重度の障害者（児）等の介

護の用に供するための自動車を所有する者 

２ 前項にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、対象者としない。 

（１）前年（１月から７月を有効期限の初日とする利用券にあっては、前々年。

次号において同じ）の所得(特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令

(昭和５０年政令第２０７号。以下この号及び次号において「令」という。)

第４条及び第８条第３項において読み替えて準用する第５条の規定により

計算した額をいい、長期譲渡所得の金額については、租税特別措置法（昭

和３２年法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第

１項、第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３

５条の２第１項又は第３６条の規定の適用がある場合には、これらの規定

の適用により同法第３１条第１項に規定する長期譲渡所得の金額から控除

する金額を控除した金額（次号において「特別控除後の金額」という。）と

する。)が、所得税法(昭和４０年法律第３３号)に規定する控除対象配偶者

及び扶養親族(次号において「扶養親族等」という。)の有無及び数に応じて、

令第７条に定める額以上である者 

（２）重度の心身障害者の配偶者の前年の所得（令第４条及び第８条第４項に

おいて準用する第５条の規定により計算した額をいい、長期譲渡所得の金額

については、特別控除後の金額とする。以下この号において同じ。）又は民

法(明治２９年法律第８９号)第８７７条第１項に定める扶養義務者で当該重

度の心身障害者の生計を維持するものの前年の所得（令第４条及び第８条第

４項において読み替えて準用する第５条の規定により計算した額をいう。）

が、その者の扶養親族等の有無及び数に応じて、令第２条第２項に定める額

以上であるときの当該重度の心身障害者 

（助成の対象自動車） 

第４条 燃料費の助成を受けることができる自動車は、対象者１人につき１台

に限るものとする。 



２ 同一の自動車に関し、助成を受けられる対象者は、１人とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、当該自動車を所有する者と同一世帯居住する対

象者（以下「同一世帯居住対象者」とう。）が複数いる場合には、当該自動車

に関し、同一世帯居住対象者に限り、同一の自動車に関し重複して助成を受

けることができる。 

（助成の申請等） 

第５条 燃料費の助成を受けようとする者は、千葉市自動車燃料費利用承認申

請書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

（１） 対象者の世帯の当該年度分（４月から７月までの申請にあっては、前

年度分）の市町村民税に係る課税状況、所得金額、控除額及び扶養親族の数

等の状況（以下「課税等状況」という。）を証する書類（市長が、対象者の同

意を得て市が保有する課税台帳等で課税等状況について確認できる場合を除

く。） 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合、審査のうえ対象者であると

認めたときには、千葉市自動車燃料費利用承認通知書（様式第２号）及び自

動車燃料費助成給油券（様式第３号。以下「給油券」という。）を交付し、対

象者に該当しないと認めたときには千葉市自動車燃料費利用不承認通知書

（様式第４号）により通知するものとする。 

３ 利用券は、1年度につき次の表に定める申請月の区分に応じ、これに対応す

る交付枚数を交付する。 

  ただし、年間合計交付枚数が４０枚を超えないものとする。 

４ 給油券の有効期限は、当該給油券の交付を受けた年度の末日までとする。 

５ 給油券は汚損又は破損による交換のほか、再交付は行わないものとする。 

（受給券の継続交付） 

第６条 各年度７月末日を有効期限の終期とする利用券の交付を受けている対

象者が、８月１日以降も継続して利用券の交付を受けようとするときは、４

月１日から７月末日までの間に市長に申請しなければならない。 

２ 前項の対象者が利用承認申請を行う場合において、市長が保有する課税台

帳等で課税等状況について確認できる場合においては、当該対象者は、前項

の規定による申請をすることを要しない。利用承認申請を行う場合において、

課税等状況調査について同意しなかった者で、その後に同意することとした

ものも同様とする。 

３ 第６条の規定は、利用券の継続交付について準用する。この場合において、

第６条第１項中「千葉市自動車燃料費利用承認通知書（様式第２号）及び千

葉市自動車燃料費助成給油券」とあるのは「千葉市自動車燃料費助成給油券」

と、「千葉市自動車燃料費利用不承認通知書（様式第４号）」とあるのは、「千

申請月 8、9、10 月 11、12、1 月 ２、３、４月 ５、６、７月 

交付枚数 ４０枚 ３０枚 ２０枚 １０枚 



葉市自動車燃料費受給資格喪失通知書（様式第５号）」と読み替えるものとす

る。 

（助成額） 

第７条  燃料費の助成額は、給油券１枚につき５００円とする。 

（助成の方法） 

第８条 給油券の交付を受けた者（以下「助成決定者」という。）は、千葉県石

油協同組合千葉支部（以下「県石油組合という。」）に加盟している給油所（以

下「給油所」という。）において給油後、給油券を必要な枚数提出し、給油代

金から助成額を差し引いた金額を支払うものとする。 

２ 給油券は、料金が券面額未満の場合は使用できないものとする。 

３ 給油を行った給油所は、助成決定者から受け取った給油券を県石油組合に

提出し、県石油組合は、毎月取りまとめ、当該月の翌月の末日までに市長に

助成額を請求するものとする。  

４ 市長は、前項の規定による請求があった場合は、その内容を審査し、適当

と認めたときは、県石油組合に支払うものとする。 

 （助成の変更・廃止届出等） 

第９条 助成決定者は、次の各号の一に該当するときは、速やかに千葉市自動

車燃料費助成利用資格喪失届・千葉市自動車燃料費助成資格変更届（様式第

６号）を市長に提出しなければならない。この場合において、第２号及び第

４号に該当する者は、使用していない給油券をあわせて返還するものとする。 

（１）住所を変更したとき。 

（２）助成の対象となる自動車を変更しようとするとき。 

（３）第３条に規定する対象者の要件を欠いたとき。 

（４）その他燃料費の助成を辞退しようとするとき。 

２ 市長は、前項第２号の規定による届出を受けた場合において、助成の対象

となる自動車を変更したときは、返還を受けた給油券の枚数に相当する枚数

の給油券を当該届出者に交付するものとする。 

３ 第１項の規定による届出がない場合であっても、助成決定者の所在が１年

以上明らかでないときは、その者の助成を廃止することができる。 

４ 前項で助成を廃止された者が、廃止された期間も助成対象者であったこと

が明らかとなったときは、助成の廃止を取り消すことができる。   

（調査） 

第１０条 市長は、千葉市障害者等自動車燃料費助成事業を適正に執行するた

めに必要と認めるときは、助成決定者、県石油組合及び給油所に調査を行う

ことができる。 

（不正使用の禁止） 

第１１条 助成決定者は、給油券を有効期限後に使用し、又は第３者に譲渡す

る等不正に使用してはならない。 



（給油券の返還等） 

第１２条 市長は、対象者が次の各号の一に該当すると認めたときは、給油券

の返還を命じ、以後の交付を停止することができる。 

（１）虚偽の申請により給油券の交付を受けたとき 

（２）給油券を不正に使用したとき 

  （助成額の返還等） 

第１３条 市長は、助成決定者がこの要綱の規定に違反する等偽りその他不正

な行為により助成を受けたときは、その助成の決定の全部又は一部を取り消し、

助成額の全部又は一部の返還を命ずることができる。対象者資格喪失） 

（対象者資格喪失） 

第１４条 対象者が次の各号に該当することとなったときは、千葉市自動車燃

料費助成利用資格喪失届・千葉市自動車燃料費助成資格変更届（様式第６号）

に不必要となった利用券を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１）本市に住所を有しなくなったとき。 

（２）障害程度の変更等により、対象者でなくなったとき。 

（３）第３条第２項各号のいずれかに該当したとき 

附 則 

１ この要綱は、平成８年６月１日から施行する。 

２ 平成８年度における対象者については、第３条ただし書の規定にかかわら

ず、福祉タクシー要綱による助成を受けている者であっても、９月３０日ま

でに第５条第１項の規定による申請をした場合に限り、対象者とすることが

できるものとする。 

   附 則 

この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則 

１この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

２この要綱の施行の際、千葉市心身障害者福祉支給手当条例（昭和４８年千葉

市条例第１１号）の規定により福祉手当の支給を受けていることに基づき、

給油券を受給している者は、平成２０年３月３１日までは引き続き助成対象

者とする。 

３この要綱の施行の際、千葉市心身障害者福祉手当支給条例（昭和４８年千葉

市条例第１１号）の附則第５項の規定によりねたきり老人福祉手当又は認知



症老人福祉手当の支給を受けていることに基づき、給油券を受給している者

は、引き続き助成対象者とする。 

   附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際現にこの規則による改正前の様式により調製された用

紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。 

附 則 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。ただし、様式第１号につ

いては、平成２３年３月８日から施行する。 

２ この要綱の施行の際現にこの規則による改正前の様式により調製された用

紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

１ この要綱の施行の際、この要綱による改正前の様式により使用されている

書類は、この要綱による改正後の様式によるものであるとみなす。 

２ この要綱の施行前に作成された様式で、現に存するものは、当分の間、必

要な個所を修正して使用することができる。 

３ この要綱の施行の際、千葉県特定疾患治療研究事業実施要綱に基づく給付

の決定を受けた者のうち、重症患者の認定を受けた者は、平成２９年１２月

３１日までは引き続き助成対象者とする。 

附 則 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

（適用） 

２ 改正後の要綱第７条第１項及び第２項を除き、平成２９年８月１日以降を

有効期限の初日とする利用券に係る手続きから適用し、平成２９年７月末日

以前を有効期限の初日とする利用券に係る手続きについては、なお従前の例

による。この場合において、改正前の要綱第５条第３号の表を以下のように

読み替える。 

申請月 ４、５、６月 

交付枚数 １４枚 

（経過措置） 

３ この要綱の施行の際現にこの規則による改正前の様式により調製された用

紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。 

４ この要綱の施行の際現にこの規則による改正前の様式により調製された用



紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。 

附則 

１ この要綱は、平成３０年８月１日から施行する。 


